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課 題

本論の課題は､満州国期の地方 レベルの行政の財政状況と農村租税公課の実態について解明

することにある｡このような課題を提示 した理由は､以下の通 りである｡

日本帝国主義による清洲支配の実態を正確に把握するためには､清洲国がどのように中央と

地方の行政支配を実施 したかを検討 しなくてほならな いが､そのためには財政状況を明確にす

ることが不可欠であるO 日本帝国 主 義 の清洲経済 支 配 は ､滴洲民衆からの広範な徴税の成否に

かかっていたO地方税の徴収 と分配 の ためには ､ 各 レ ベルの行政の間で調整することが不可避

であるO どのように地方行政のために 税金を分 配 す るのかは､E3本帝国主義の清洲支配のあり

様を解明するためには重要な課題 とい えようo

これまでの研究では､澗洲と溝洲園期の財 政 と 租 税に関する研究はいくつかある｡溝洲同の

省 ･県旗市 8街村の地方費税状況につい て 検 討 し た研究はほとんどないO以下今までの研究状

況について検討 しよう｡孔経緯 『新編中国 東 北 地区経済史』は､民国期 と張氏軍閥政権期にお

ける清洲各省の財政 と徴税梢 目を羅列 し た も のであり､溝洲同期の財政 と徴税問題については､

まったく触れていない1㌔ 清洲国史編纂 刊行会編 『溝洲国史 (各論)』は､創業財政時代 ･基礎
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財政時代 e開発財政時代 8戦時財政時代 に分 けて､滴洲国の財政概要と歳計を検討 した2)oそ

れによって､清洲国の税収は内国税が増大 し関税が縮小 しているという傾向が分かった｡溝洲

国の全体の財 政 については､｢経常歳出は経常歳入をもって支弁すべく､臨時歳入をもって支弁

すべか らず ｣3)の主義によ っ て､財政は形式上健全であったという｡

本 論 で は､清洲国の省 8県 旗 市 や街村の地方租税状況をめぐって､以下の検討課題を設定す

る｡ 第 - に ､ 旧東 北 三 省 の地 方財政を検討するoこの検討は清洲国の地方費税改革の前提 とな

る｡第二に､本章の盛点である 1930年代の澗洲国は地方財政の支配に対 して一連の調整策を行

った､ しかし､この政策調整とともに各種の問題 ･矛盾が生み出されることになったO ここで

は､これ らの問題に焦点をあて､清洲国はいかに地方財政を支配下に置いたのかを課題 とするO

第三に､地方財政の発展推移について､具体的な地方財政のデ-タを利用 して､各 レベルの地

方行政の歳計を検討する｡

以上の課題に沿って､溝洲園地方財政の形成と矛盾､歳計の実態と相互関係を検討すること

によって､溝洲因の地方支配の実態を地方財政の側面から解明できると考えるO

Ⅰ 旧東北三省の地方財政

酒 玉 樹 の 時 代 に は､園の財政と地方財政が分けられていなかったO民国期に入ってから､共

和と地 方 分 権 の 思 想 の影響を受けて､壬9呈3年に国家税 と地方税法案が作られた｡ただそれ以降

も､軍閥間 の 争 い が 続いたため､国家税 と地方税は着実には実行されていなかった｡1928年､

蒋介石国民党政権 は形式上の剰 司の紋-を実現 した後､す ぐに第一次全国財政会議 を 開いた｡

会議は中央と各省U)収入権限について以下のよ うに区分 した｡

1､国家収入 :内訳は塩税､海関税及び内地税､常関税､煙酒税､巻煙税､石 油税､座金及

び厘金に類似する一切の通過税､郵包税､印花税､交易所税､会社及び商標登録税､沿

海漁業税､国有財産収入､国有営業収入､中央行政収入､その他が封当家的な現有収入な

ど十六項 巨頭0

2､地方収入 :内訳は田瞳､契税､牙税､当税､屠殺税､内地漁業税､船摘､房摘､地方財

政収入､地方営業収入､地方行政収入､その他の地方的現有収入など十二項 目4)0

名目上､中央政府と地方の省政府に関する収入の権限をはっきり分けた｡ただ し､東北三省

は実質的に張軍閥政権の支配に置かれていたために､1928年に東北三省保安総司令部内に財政

稽核処を設立 し､｢書林､異能江各省の管轄を受けざる収入即ち海関､常関､塩務､印紙税､煙

草､酒､司法収入及び国有鉱業､林業放其他官有営業等収入は､全部 同処 に於て管理 し国家収

入 と地方収入 とを区別する事と｣5)した｡東北三省の国税は張軍閥の財政稽核処が統轄 したO

東北三省の省地方収入は租税を中心としたO-一方､地方にある県 レベル行政の収入は､各地方

によってそれぞれ ｢指 ｡費｣などを徴収 したQ殿龍江省の場合 ､県地方 の税 目は､｢学費的摘､
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警費的捕､塩摘､薗硝摘､単指､船摘､戯摘､五度摘 ､斗秤零梢 ､商摘 ､舗摘､管掌梅摘､轡

学車摘､牲畜指､酒樽摘､店摘､酒舗絹､売買鰭摘､銘打摘､馨絹､太単著臥 山貨摘､木牌摘､

柴環指､白魚猪絹など｣6)であった｡

1928-号930年の黒龍江省の省以下の地方財政収入を例として考察する｡ 表 1によると､張軍

閥政権下の果報江省の財政は､ほとんど赤字であった｡その原因は､1928-1930年の軍費支出

が地方財政の 71.2%､74.6%､77.9%を責めていたからである｡ 磨太な軍費を捻出した結果､地

方財政は窮乏し､実業 8教育 ･交通など-の支出は非常に不 足 状態になった｡東北三省は張軍

閥政権の統治の下で､豆925年には ｢軍費負担に関し協議 の 結 果 ､廉三省各省に於て負担｣7サ

ることになった｡それ以降､各省には名義上､地方財政があったものの､地方歳入のほとんど

は張軍閥の軍費に充当された｡

目下奉天省各機関経費は予算の三倍を支給するも尚ほ不足せる有様なるに依 り､本年くま927

年)七月より予算の四倍を支出する事となれるが､東三省交渉総署経費 も奉 天省と同じく七

月より原予算の四倍支出方決定せ りに依 り､爾今爵省政府に於て も従 前 負 担額の四倍を支

出せられ度し 膵鎮威上将軍公署より異能江省政府に致せる訓令 盟) S)

衷 且の検討と以上の訓令 に よ ると､各省には徴税権はあるが､徴収 した税金は奉天にある張

の命令で軍費に優先的に使 用 さ れ なければならないため､各省 ･地方の財政が成 り立たない状

態になっていたといえる｡

表1中華民国期の黒龍江省歳入歳出表 単位:元
歳入 歳出
類別 1928年 1929年 1930年 類別 1928年 1929年 1930年

省也方収入 田賦 1.865,860 2十715,428 2799.909外務費 95,904 95,904 49,452

出産税 2.7061339 3,973,466 4,043,036内政貴1†830,284 3†198,297 2,201,617
館場税 2,488,460 2.584,4672,646†767財政責 414,142 733,882 769,904
雑税揖課 2,l38,029 3,222,0553†286†076陸車貴9.175.413 16,657/787 16,992,071
官業収入 308,652 368,632司法費 327,382 578,460 645.564
煙酒協款 520.000 520.000520.000教育費 567,156 700,886 769,519
雑税 3.324 3,3243,324
小計 9772.012 13.327.29213,667,744農鉱貴 126,329 101,489 101,489

県也方収入 学田租 45.350 45,35045,350エ商責 9.600 9,600

省二中的揖 24,072 24†07224.072交通費 358,042 247,971 277.505
附加的揖 591,214 591.214591,214
罰金 6,6326.6326.632
雑損 571.982551,359573.682
荒価収入 310,000310,000
小計 1†239,2501,528,627i,550,950 罪

合計 ll.538.67414.856.01915.235,389合計 12,89 4,652 22,324,276 21,816.721
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E 満洲国の租税徴収変遷

1清洲国の財政構造

これまでの清洲国財政構造に関する研究は､圭に国税をめぐる分析であった｡溝洲国の成立

とともに､国政の塵要事項を集中させる ｢総務庁中心主義｣9)が採 られた｡それによって､｢清

洲国の総予算及総括予算特別会計の予算及決算･国資の計画及運営 ･国庫金収支の管理など｣iO)

は総務庁の主計処が受け持った｡一方､財務部は､｢税務 8専売 8金融統制及び国有財産に関す

る事務｣ll)を担当する歳入官庁 となったOつまり､実権を握ってい る総 務 庁 が 澗 洲国の財政を

処理するという特色がみられる｡溝洲国は歳入を確保するために､海関 と塩 務 機 関 を接収 した｡

関税 .塩税 と塩専売の収入を確保することにより､滴洲固歳入の農礎を築 い た 12)｡溝洲事変後

出来たばかりの溝洲国税収の構成は､張軍閥政権の税収体制を受け入れたものであったOその

構造は以下のとお りである｡

国 税 :租税､関税､塩税､専売､官産収入と其の他｡

地方税 :租税､官産収入と其の他o

要するに､租税の収入は清洲国の中央と地方行政に対しては董要な基盤財源であった ｡ こ の

租税は清洲同時代では ｢内国税｣と呼ばれ､中東政権U)租税と地方行政の租税の税 目には多 少

違いがあるが､｢収益税 (弼賦課 さ営業税 や出産税 帝鉱業税 幹漁業税 ･牲畜税 な ど上 消費税､

流通税､其の他｣に分けられていた｡本論では､清洲国地方財政構造の変化を分析するため､

以下､主に地方財政分析を行い､関わっている地方租税も検討 したい0

滴洲国の地方財政の構成を見よう｡地方財政は特別会計と一般会計に分けられているO 特別

会計は満洲国経済開発のための独 自の特別事業会計である｡省の特別会計は豪 2の通 り 1銅2

年までは 7項 目の会計があったOそれに対 して､県旗市の特別会計は 1932年に5項目の特別会

計があったが､1942年の県旗市には 21項 目となったOその種類別の目的を大別すると､以下

a)通 りに整理できる｡

①財政----け各県旗復興転貸資金､財政調節資金､用度事業費､澗業寄付金O

②農林業一一綿羊牧場､交易林､制酸工場､家畜貸輿事業｡

③建設-一都邑計画､住宅､北逮振興､上水道､西北工業区整理事業費｡

④厚生一一禁煙､市立病院､義倉､慈善救済｡

⑤経済一一基本財産､市場､当業｡

⑥軍事-- 自衛団｡

これらの特別会計は滴洲国が近代的な関家として独酌 こ事業を行い､同時に国民経済を統制

する一つの手段であった｡

一般会計は清洲国の根本的な枠組みであり､税収入と税外収入に分けられていた｡税外収入

の項目中､地方に対しては､財産収入 ･地方債 ･国庫負担金 ･交付金 .国庫補助金などがあり
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た｡省の税収入は主に国税附加税を中心とし､県旗市の税収入 中の雑臓 は従来 の徴税目であり､

附加税制度の実施により､国税附加税も県地方財政の一大財源となったO街村の税収入は村費

であり､土地や門戸などに対する賦課の税金であった｡この構造をまとめると､表 2のように

なる｡

表2満洲国地方財政構造表
歳入 歳出

般A器計省也方税収入 国税附加税 勤労所得税附加税.法人営業税附加税.出産種石税附加税.鉱区税附加税.鉱産税附加税.禁煙特税附加税.法人所得税附加税 寮啓発.教育費ー土木費.勧業貴.衛生費.営繕貴.市県旗補助など

分輿税(1942年か 地税,出産糧石税.鉱区税.禁煙特税.事案所得税.寮
ら徴税) 屋税

独立税 牲畜税.家屋税

梶外収入 財産収入.省地方債.国庫負担金ー交付金.国庫補助金

市輿旗也方秩収入国税附加税 勤労所得税附加税.出産種石税附加税.鉱区税附加税.鉱産税附加税.法人所得税附加税.国税附加棉事業所得税附加靖.家屋税附加絹.特別売銭税附加描.禁煙特税附加楕 _ 公署費.嘗寮費.教育費.土木費.勧業責.衝生食ー社会事業費.各種補助など

国税分輿税特別売銭税.牲畜税.家屋税
独立釈 地棉.市民絹
法定雑損車絹.船絹.漁業損.不動産取得絹.牧畜縞.屠殺禍
許可雑靖電灯電熱消費禍.不動産増加絹.傭人縞.駄縞t製綿t行商靖.林業従事絹.狩猟縞.石頭綿.土地増加桶.杏犬絹.山貨椙など
税外収入 財産収入.使用費手続貴.交付金.雑収入.国庫補金.省補助金.県市債.結余金
街柿地方税収入 地費,門戸費.家屋喪.雑種貴 公所要.自衛費.教育費.土木費.官費.勧業費.衛生費など税外収入 財産収入.使用喪手続費.交付金.雑収入.補助金.街村債など

特刺.a=r計 省北過振輿経済 国庫補給.回収金.雑収入 土木華.嘗軍費.産業賓.衛生費,公債費.其の他

省立病院経済 使用及手続責.雑収入.濃入金.省債 病院農.予備選.営緒卓.公債費.整備費,轍納金.雑支

省会館経済 使用料.雑収入.国庫補給.交付金.轄余金.森林会計 会館管理費.予備費.公債費.森林会計.交付金.補助劫業.開拓蒙民助成

給乗車薬経済 事案収入.雑収入.結余金.国庫補給.省債 水道敷設費

都邑計画事業権済 土地収入.省債.国庫締結.結余念.雑収入 各部都邑計画事案溌

防水開発事業経済 省債.貸歓.利息.雑収入.国庫補給.盃入金 防水開発事業費.公債.予備費.事業費

禁煙車英経済 事業収入.雑収入.奨励金.国庫補給.交付金 禁煙費.事業費.康生院食.轍納金.予備費.営繕費.支出.管煙所登

市県旗 禁煙,都邑計画,上水道､住宅､基本財産､市塙､北振興,綿羊牧場､市立病院､当某､義倉､制酸工場,交易林､慈蓉救済､議案寄付金､各県旗復興転貸資金､自衛団､家畜貸輿事案､財政調節資金､用度事業費､西北工業区整理事業費 各市県旗事業費の支出

注_満洲帝国国務院総務庁地方処二【F地方財政概要』(康徳3年度､康徳5年度､康徳6年度､康徳7年度､康徳9年度)より作成

ご汽洲F初期の地方財政確立(満州草変～193SiT7月､.

滴洲国建国後の一般会計を検討し､1930年代における日本帝国主義による溝洲国地方財政支

配がいかに地方行政に浸透 したのかを具体的に論じる｡

まず漕洲園初期の地方財政再建について､過渡期と安定期に分けて､検討したいo

A 過渡期の地方財政整備(満州事変～1933年初め)

満州事変後の混乱状態のfで､清洲国は旧来の清洲財政システムを受け入れて､初歩的に財

政の中央集権を整備 したoここでは､過渡期の溝洲国財政はどのように集権化 したか､どんな

不備な点があったのかを分析する｡
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事変前には東北 三省 の 省財政庁は各県の地方租税を統轄する権限があった13㌔ 事変後､張の

権 力は関東軍の武力 に よ り奉東か ら駆除 された｡関東軍は張氏権力 Fの清洲各地大小軍閥を塊

脇化 させ るために､各 地の行政 を独立 させたoLかし､1932年に近代的中東集権の滴洲園を創

出するとともに､関東 軍 は 各省 の財政庁を廃止 し､省経費は国庫金より支弁するようになった｡

徴税権限も全部中央 財 政 部 に 集 中 し た ｡ そ して､財政部の下に奉天税務監督署 や吉林税務監督

署や横江税務監督署 や龍 江 税 務 監 督 署 ･熱 河 税 務監督署を設置し∴五つの税務監督署を通じて､

豆2の出張所と各県 の 税 摘 局 を 統 轄 し た ｡

以上の措置に よ djて ､ 溝 洲 国 は 従 来 の 張 の 権力に掌握された各省地方財政を中央に集中させ

たO ただ し､過 渡 期 の 清 洲 同 の 地 方 財 政 -の掌握は非常に不十分であり､幾つかの問題の存在

が あった0

第山に､旧来の 省 地 方 権 力 の 各 県-の影響力が残存 していた｡建国後の省公署制度は旧来の

廉三省の区域をそのまま踏襲したため､名義上に軍事権と財政権は中央に引き上げられたo L

かし､旧軍閥は清洲国政権の下で､完全に清洲国統治を実現しなかったO例えば､(訂幣浩の大

吉林主義である｡吉林省の金庫の国庫繰 り入れに対する拒否態度は相当強 く､関東軍の自治指

導 員の丸吉指導を拒否 し､更に3醐0人規模の私兵を擁 していた14)o②馬占山は異能注省の一部

を 掌 握 し た ｡ 】 931年 日 月未には関東軍の攻撃によって､海倫に退去 したが､｢海倫政府-二十

六 E H 或 立 セ リ - 濁 闘 いハ各県二収入官金ハ総テ海倫政府二送付ス-キコ トヲ繭｣15)じたOその

後 ､ 一 時 的 に 清 洲固政府に参加 した01932年 4月に黒河から脱出し､｢各県の官銀号に対し黒

河 政 府 は 音三当の政府なるを以て税其他各種の徴収金は全部黒河に送金 し来る様要 し｣16)たO更

に､事変後の清洲動乱状態の 巨､各地の大小軍閥や有力者などは自治の名義で各自地方行政を

運営した｡これらの実態の下では､少なくとも旧軍閥を完全に中東集権国家の支配下に置くこ

とは難 しかったといえる｡

第二に､租税徴 収 の 不 徹底状態があげられる｡溝洲国の過渡期において関東軍の武力は清洲

金城を支配 して い な か っ た ため､各県から租税徴収を行 うことは不可能であった｡各地に ｢-

団体の匪賊数 は 最 大 三 千 名 を算するに至った､最小なものも百名を下らない--日本軍駐在以

外の処では 之 を 牽 制する何等の力もない｣17)ため､各県では相当の損害と租税徴収不能などの

状況がみられたoそして､各地の抗日武装団体も-部地域を支配 したo費酎可省は日本軍の支配

下に置かれていなかったOそのため､1932年の国税の内国税徴収は 259238千元であり､1930

年の60,079子兎18)の半餅 こも満たなかった｡

第三に､地方徴税機構と税目の不統一があげられる｡建国当初､旧来の満洲地方の大小軍閥

権力に握 られていた税収権力を継承したが､各地の税法 ･徴収制度 8徴収機構などは不統-･で

あった｡清洲地方は張権力の下.竹内国税徴収制度は所謂比額提奨制度であって､脱硝罵最は政

府から指定された-=-定の責任額 律ヒ額)を徴収する事を要し､それ以上に徴収 したときは一定

の奨金として支給され､之に反 し比額達 しない場合は懲罰される事にな｣i9)っていたoそれに
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よって､各地にある税収機構は税収責任を達成するために､各自税収名 目を設定 したO徴税制

度も相当違っていた0時 に ､ ｢県税は､嘗ての国税 ,省税の紛乱多岐､そ して分裂対立を其の健

に具現｣ 20)したという｡

滴洲国の地方税 収 は ､ 従 来 の 省 の徴税機関の廃止によって､省の徴税権限が国税に集権 され

た｡それによって､ 清 洲 国 は 近 代的中央集権国家の地方徴税機構を作 り出したが､実際には不

備な点が多く存在 し て いたため､徴税機能はなかなかうまく機能 していなかった｡

B 満洲国安定期の地方財政整備(1933年初～1936年 7月)

1933年の熱河作戦によって､満洲国は満洲全域に対する支 配 を確立させた｡ここでは､過渡
期の徴税機能問題に対 してどのように解決 したかを検討する｡ 更 に､地方財政整備によって､
新たに出てきた税制問題についても検討する｡

先ず過渡期の問題を解決するために､清洲国は以下の施 策 を 行 っ た 0
第-は､省官制改革である｡従来の省区画は建国後そ の ま ま 踏 襲 されたため､旧軍閥の影響
は相当に残っていた｡省区画細分化による省長権限の縮 小 と 中 央 の 統 制 強化のために､1934年

10月省官制を公布 し､従来の開省を十省に改めた｡｢- 書 東 北 政 権 時 代 における武力政権対立

を打破 し国内統一をなし以て中央政府に対する反抗分 子 の 勢 力 を 消 滅 せ しむO二.改制後は地

方政府の権力減少し中央政府に対 し地方の実権を悼み示 威 的 行 動 に 揖 づ るが如きことはあるま

いO三.治安､実業､教育に対 しては直接各県を監督促進せ しゆ従来のごとく監視行届かず任

意にこれを放置するがごときことなく又各県において従来のごとく-片の報告書を形式的に送

致して能事アれりとするようなことは無くなるだろう｡｣21)同時に､従来の省が握っていた直接

税の権限を国から県におろすなどの方針も打ち出された22㌔ この調整によって､溝洲国は軍閥

政治を排除 し､国家の中央と地方の県という二段階の構造をつくり､中央集権を強化 した｡

第二は､税制統一である｡省権力架空と徴税権撤収により､清洲国は直接各県に支配を浸透

した｡ しかし､従来清洲各県は､各地の軍閥権力下に置かれていたため､税摘 目は地方と軍閥

権力者の違いによって､名 目も違っていた｡更に､税率も省 と地方によって違っていた｡清洲

国建国後､各県の徴税権限を抑えるために､税制整理にも着手した｡一部の国税 と地方税の改

正を行った｡23)例えば､木税は､奉天は従価 6.6%､書林には従価 24,36%､黒龍江省従価 23.8%

であり､1934年には本税と地方の附加指を統一 したO

従来木椀に関する法令は各地区々にして殊に税率は甚だ しく異 り吉林､黒竜江省の如き

は二割乃至三割の高率にて奉天省等に比すれば数倍の高率でありこれに加えて本税に対

する各地方団体U)附加絹もまた酷なりLをもってここに木税を統--し且つ附加税の限度

を改めて本税の負担を軽減するため左記木税法を制定九月一 日より実施することになっ

た､本木税法に規定せる税率は従価の百分の八で地方税は主管大臣の許可を得て百分の

二十五以内の課税をなし得られることに制限されている24)
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清洲各県の税収 を抜本的に徴税統一するために 1935年 8月に ｢地方税法｣を公布 した｡ 該 法

は地方税田について ｢民政都大臣及財務大臣の許可を受け｣25)｢営業附加絹 ･自由職 業 附 加 絹 書

家屋附力網目･地摘8雄絹｣を徴収すると規定 し､各税目の税率も統一した｡この税法は､｢地方

- 農 相 ､ そ して其の農村を基底として立っ県財政の葉状に則 したものであり-甲･･地方税体系が

附 加 税 主 義 と 独 立 主 義の併用に依って組成 され｣26うた｡つまり､国税と地方税という定義が示

さ れ た ｡ 同 時 に 従来の比額制度27)を廃 止し､手数料を控除支給する制度を実施 した｡税摘局の

統 合 と 模 範 税摘局の指導な どにより､｢租税の徴収機関を統一し､監察制度を確立し監察員に日

本 人 に 知 れ 28㌦ ｢各税摘局の枢要部に漸次日本人を配置｣29)した｡

以上の ごとく､溝洲国の省官財j公布と税制を整理統-する政策により澗洲国過渡期の各問題

は徐冷に解消 したo Lかし､中央の支配力が直接に県まで浸透すると､もっと深い幾つかの税

制問題が出てきた｡

第一に､省は財政権を持っていないため､行政力が弱体化した01934年 12月には､清洲国

は従来の東北四省を新 しい省制度 (十省となる)に改組 した｡｢省 は何等自体的行 ･財政的自主

権を有せず､その監督 Fにある県 秒市予算の認可権す らなく 日935年度束まで)総て中央政府

の指示に鹿き地方行政が運営されていた｣30)という｡それによって各省行政の機能と運営は､

末端機構である県行政と中央行政の単なる中継ぎ機関にすぎなくなった｡溝洲関は､滴洲各地

の支配を充実するために､省の行 革財政を充実する必要があった｡

第二に､県を中心として地方支配を遂行する際､行政が担 う対 象 が 拡 大 す る -方で､県税は

｢地方税法｣で制限されていたため税収難に直面することになったo 建 国 後 の県制の画-=-弓ヒと

県財務機関調整などにより､県税を増税することは困難 になっていた｡ 表 3によると､清洲固

初期の治安第-主義を実行するために､県公署費と警察費がほとん ど県財政の半分以上を占め

ていた｡他分 野-投資財はほとんど考慮できなかった｡i935年の北溝各県の合作社運勤により､

共同販売計 画 を実施 したのには ｢その基本的動機のほかに､各県における税収の確保という要

請もあった｣ 31)という｡

第三に､清洲国の近代国家構造上行政の最末端まで財政を浸透することが必要であった ｡ つ

まり､県行政から更に農村部まで財政支配を浸透 し､建国以来の漕洲因財政が及んでいなかっ

た保甲 (後に街村制に改組)の徴費権を統制しなければならなかった0

1933年､関東軍は清洲各地の反溝抗 日武装を対応するために､6月 ｢治安維持に関する主

要事項の立案 ･審議機関として｣32坤 央治安維持会を設置 した｡地方の治安確保を図るため

に保 甲制33)を採用 したoその後 ｢暫行保甲法｣と ｢暫行保甲法 施 行 規 則 ｣ を 公布 した｡更に､

連帯責任U)連坐制施行 と楳甲内 の 自 衛 団 強化などの具 体 策 の 運 用 は ､ 短 期 間 に 清 洲 全域の治

安を確立するために大きな役 割 を 果 し た O 保甲制下 の 財 政 問 題 は ､ 1933年 ま月 の ｢暫 行 保甲

法施行規則｣34)で経費使 用 に 関 す る こ と が 決められ た ｡
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表3 満洲国市 県旗 の地方歳入歳 出 (一般会計 ) 単位 二元
年次 - 槻 妄 言†蔵 人 歳出

税収 入 税 外収入 一般会計 公署貴 警察費 教育費 土木費 勧業費 衛生費 社会事業費各種補助笥其 の 他 合計

実数 1932年 lB.l86.530 13.254.199 31.440†729 9.466ー681 ll.822.513 4,283ー300 11013.428 280,136 773→642 1381810 329.556 4,422,319 32,530､385

1933年 21.255,477 181234,390 39十489←867 10,337十724 12.813.003 4.727,684 1.177.261 208,534 868†447 124,949 1,034,796 5.051､508 36,343,908
1934年 23,946,709 23.625.954 47,572,663 10,427.779 13,836,151 5,815,726 3.025.246 160､193 1→154十968 1811630 i.108759 5.9031961 41.614.413
1935年 13,257,912 20.279.335 33,537,247 51284.309 7.993.108 3,327,406 3,036,397 114★113 640.107 138†129 463,134 5701795 26†698†498
1936年 35,750,623 30.585.303 66.335.926 111520,429 14.156.548 7,089,089 7,024,520 39臥969 2rOO3.393 365,520 1一246†039 ll.198.558 55.003.065
1937年 31.106.115 41,987,472 73.093.647 10,122.585 16.486.278 7,068,102 9,926.875 1,599,525 2.899.998 476,265 1十085十760 23.428,259 73.093,647
1938年 35.002.997 59.349.220 94,3521217 14◆954★999 18.036.002 7.391.034 14,508,165 4.890.138 3◆236.360 416,367 2.305.627 28,613.525 94,352.217

1939年 44,831.750 64.281.108 109.112.858.16$98.865 17†604.817 10760.924 15.759.685 5785.882 4,281.939 453.316 4I308.300 33,259.130 109.112.858
1940年 58.903.608 101.192→339 loo.095.947 22.391.265 25.661328 24,484,543 20.270.456 8,680.072 8743.473 754733 5,700◆760 43.409.317 160,095,947

1941年 77,238,240 133,3561659 210.594.899 30.081,820 38.674,24T 35.474I451 29,574,392 141448.372 14十076→9ー5 754,215 6十445,447 41,065.040 210.594.899
1942年 113,150,098 155.831.590 268.981,688 36.201.765 44,317,620 38,631,813 19.167.490 12.3851963 lT673.085 746,553 5,035十894 941821705 268†981†888

育分指敬 1932年 5T84 42.16 100.00 29.10 36.34 13.17 3,12 0,86 2.38 0,43 1.01 13★59 二相昼型し

1933年 53◆83 46,17 100､00 28†44 35.25 13.01 3★24 0.57 2,39 0.34 2.85 13,90 100.00
1934年 50.34 49十66 100.00 25.06 33.25 13→98 7.27 0.38 2十78 0.44 2★66 14.19 100.00
1935年 39.53 60.47 100.00 19.79 29.94 12.46 ll+37 0.43 2.40 0◆52 1,73 21.36 loo.00
1936年 53◆89 46.ll 100.00 20.95 25.74 12.89 12.77 O一73 3.64 0.66 2.27 20★36 100.00
1937年 42.56 5T44 100.00 13.85 22◆56 9,67 13.5B 2.19 3.97 0.65 1.49 32→05 100.00
1938年 37.10 62★90 100.00 15.85 19,12 7.83: 15←38 5.18 3.43 0.44 2.44 30.33 loo.00
1939年 41.09 5B.91 100.00 15.49 16.13 9.86 14←44 5.30 3.92 0.42 3.95 30←48 loo.00

1940年 36.79 63←21 100,00 13.99 16†03 15★29 12.66 5.42 5.46 0,47 3.56 2Tll 100.00
1941年 36.68 63.32 100.00 14.28 18+36 16.84 14十04 6.86 6.68 0十36 3.06 19.50 100★00
1942年 42★07 57.93 loo.00 13.46 16ー48 14.36 7→13 4.60 6.57 0.28 1←87 35,25 100.00

注茸･.1935年は半 年 産額とする
注LaTl.1932-1942年の歳入 は予算額､1932年-1936年の 歳 出は決算額 ､193ト1942年の歳出は 予算額である｡

表4満洲国街 ･村地方歳入歳 出累年比較 表 単位 :元

年次 歳入 歳 出
税収 入 税外収 入 小計 公所費 自衛費 教 育費 土木費 営繕費 勧 業貴 衛生費 公債 費 其他

実数 1937年 30.402.276 3.957,454 34.359730 101066,673 7.685.167 7711710 997,368 i.358.590 626,884 340.091 5.573.247 34,359,730

1938年 32.484.027 8.637.867 4l.121.894 12.310.971 4.850.395 9.962,441 1.236.277 2,478,329 912,426 575.452 68,647 8/726.956 41,121十894
1939年 46,872★110 15.489,291 62,361.40119.296704 4.736,446 14.703.085 4.l54,860 3.052724 l.528.077 1,137.027 211.617 13,540.861 62.361,401

1941年 69,393.652 26,574.312 95.967.964 38,183.724 4,414,428 17,966.433 4.307,790 6.766.217 2,012.240 2.402.202 77.598 19.83T332 95.967,964
1942年 82,882.681 32203597 115,086,278 50,015,805 4.066747 18.865.346 3,455,175 6,926.653 2.088.092 2710.609 69→87526,887十976 115.086,278

育分描数 1937年 88.48 ll.52 100.00 29.30 22,37 22.44 2.90 3★95 1★82 0.99 0.00 16.22 loo.00

1938年 78.99 21.01 100.00 29.94 ll.80 24.23 3★01 6★03 2.22 1.40 0★20 21.22 loo.00
1939年 75.16 24.84 一oo.00 30.94 7160 23.58 6.66 4.90 2十45 1.82 0.51 21ー71 100.00
1940年 75.94 24.06 100★00 34.ll 5.68 15★44 4.58 12.94 2.44 2.37 0★13 22.35 100十00

1941年 72.31 27.69 lCIO.00 39.79 4.60 18.72 4.49 7.05 2.10 2.50 0,10 20.67 100★0〔)
1942年 72◆02 27.98 loo.00 43▲46 3,53 16.39 3.00 6.02 1,81 2,36 0.CI7 23◆36 loo.00
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1930年代における ｢滴洲国｣地方財政構造の変化 (陳)

この ｢規則｣による と ､各地方の保甲費徴収は各県の県長と警察署長の承認によって行って

いた｡ 要するに､末端 の 地方行 政 で どの よ うに徴税をおこなうのかは各県にゆだねられ､清洲

同 中央 は保甲にある徴 税 方 法 や 争税 率 な どは統轄 していなかったOただ現在､清洲国初期の保

甲費徴 収 と使用につ い て は詳 細 なデ - タがないため､なかなか具体的な検討は難 しいOただ別

稿 で検 討 した よ うに南 荒地 柑 農 民の税 金 では､村費 (保甲費の別の言い方)の負担は県税 と国

税 の負 担 よ り高い ことがわかる35)0｢保 甲費 (村費)の殆 ど大部分は実質上自衛団の俸給に支出

せ られ 某 の額 は県 予算も匹敵する｣36)とい う状態である｡保甲費の負担は案質的に農民にとっ

て最 も惑 い負 担 で あった｡財政面から見れば満潮国の支配は農村にまで浸透する必要があり､

いか に村 費 を 中 東 集権国家の支配下に置くかは､義要な課題であったO

こ の よ うに ､安定期の清洲国は省官制 と税制統一の施行によって､中東から県レベル行政ま

での近代地方税制を整備 した｡ただし､中央一県という税収構造の~~Fで省政U)無力･県財政の

不足の問題が技量てきた｡更に､これらの施策は実際には清洲最下層行政の街村まで及んでいな

か,-)た._

3 1936生以降のIth.jJ財政1,L'備1':193(･3年-1939年'

ここでは､満洲国大改革という背景 F-､どのように前述 した三つの問題が解消されたか､を

検討する｡

第-は､省財政の充実問題であるO建国初の省財政庁の廃止により､1932年から 1936年ま

でに､省行政は財政権がなくなったO省の経費は全部中東から支弁することとし､近代的中央

集権に踏み出した｡しかし､1934年の新省制実施により､溝洲国は完全に省制下の各 レベル地

方行政を自分の支配下に置くために､｢省制度娘その運用方法のみを従前のままに放任 して置く

ことは､地方行政の合理 的 進 展 を 期 する上に到底許されな｣37)かった.1936年 7月 ､ 清 洲国は

｢中東地方を通ずる税制 に 亘 る根 本 的調査に塞 き同税 と地方税 との有機的調整を図 ｣ 38)るため

の制度を作 空目烏した0 1936年 12月 ｢省地方 費 法｣ を公 布 した｡同法は省地方費に対 して以下

の収入を決定したO

法人営業税附加税 本 税の百分の50% 出産 糧 石 税 附加税 本税の百分50%

本税附加税 本税の百分 25% 鉱 区税 附加税 本税の百分 25%

禁煙特税附加税 本税の百分 25%

前各号に関する延滞金及過料

国庫補給金39)

これ らの附加税は､国税中の附加税 として､税摘局から徴収 し､その後省地方費に払い込ま

れる｡省財政は附加税主義の採用と国庫の補助により財源を確保 した0

第 二は､省財政から県-の補助である｡清洲園の県旗市財政には､建国後の中央集権により､

従 来 の徴税権限と財政権限の相当部分は中央政権に集約された｡地方財政を支えるために建国
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後国庫補助制度を創出したO泰 4によると､国庫補助は 漫932年か ら i936年まで､徐々に少 し

た｡一部財政力が悪かった県 拍ヒ溝地方が多い)は ｢(黒河省)八県中瑳輝一県を除く七県が全

部国庫補助を仰 ぐ状態｣40)となったO県の行政を行うためには県の財源を確保 しなければなら
ないが､省地方費の支弁 (表 7)は､｢①警察･土木 事勧業 や衛生 サ社会及文化に関する経費②
県旗市財政調整補助に関する経費｣堵里こ限定された｡1937年から省補助は国庫補助に変わ り､
県旗市財政の重要な収入となるO

表5満洲国県財政と省財政の補助金割合表
J f1932* 1933年 1934年1935年1936*J1937*ll938* 1939年ー1940年 1941年l1942年

県旗 l国庫補助tl8.5% 15.5% ll.1% 10.7% 9.4別- J 2.6% 1.9%I l_2% 1.7㌔l 2.8%

地方財政概要』(

第三に,街村制度を実施 した｡i936年､民政部は ｢清洲国の政治行政 の特質 に惇 ら しめず且

つ将来制定さるべき街村運営の素地を作るべく､1936年各省長に対 し民政 部大 臣の許 可 を得 て

省令に依る暫行街村制を設け得｣42)ることを訓令したO同年､奉天 ぼか 開署 が ｢暫行街村 制｣

を実行 し､1937年 12月 1日街制 ･車摘 Ejを施行した｡街制 8柑制 の法令 に よって､ ｢(街 甘草寸)

税ノ賦課徴収二関シテ本法其ノ他法令二規定アルモノヲ除クノ外必要ナル事項ハ国務総理 大 臣

及経済部大臣之ヲ定ム- (街 ･キ寸)住民ハ本法其ノ他法令二依ルノ外 相 ノ費 用 ノ負 担 ヲ命 ゼ ラ

ルルコ トナシ｣43)を規定 したため､街村の徴税も統-された｡街村の徴費 機 能 は 清 洲 国 中 央 に

統轄された｡街村制の実施によって､従来U)有料自衛団員制は義務制に再編 され た ｡ 表 5に よ

ると､1937年以降の街村 臣衛団費は縮か し続けている.物価騰貴なども勘案 しても､実質的 に

自衛団費は非常に減少 したと考えられるO

前述 した 1936年 i2月職者地方費創出と街村制施行に合わせ､県旗市に対 しても｢県制打 ｢旗

制上 ｢市制｣という法令を公布 した｡これ らにより､1937年からの国と地方の省財政が再建さ

れ､街村の財政は清洲国甲虫政権下に置かれたo清洲国支配は初期碍中央--県とい う構造から

中央-省-県旗市棚街村に転換 した｡

以上の如く､清洲因の地方-の支配は 1936-1937年には､大きな制度上変化があった｡ しか

し､中央-省-県旗市-街村の財政支配体制は､実際の運営上新たな問題が出たo

その第一は､省の弱い地位が変わらなかったことである｡省地方費法は本来清洲の省地方権

限を回復するのではなく､1937年行政機構改革の前奏であったO｢中央 ｡地方の連繋を密なら

しめ､且地方行政機構の機能を拡充強化-地方自治を育成整備-｣44)す る た め ､ 建 国 後 の 省 行

政権力縮小方針を採った｡ しかし省地方勢の徴収は従来から租税の管理部 門 財 政 部 ( 後 ほ ど の

経済部)に置かれていなかったo省地方費法の第十一条により ｢省地方費ハ 民 政部大臣之ヲ 監

督ス｡民政部大臣ハ省地方費}監督上必 要 サ ル命令文ハ処分ヲ為スコ トヲ得｣45)となっていた o
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表6 清洲国省地方歳入歳 出累年比較表 単位 :元

年次 歳入 歳出一般会計

税収 税外収 入 一般会計 特別会計 歳入合計 警察費 土木費 産業貴 教育費 市県補助 営繕貿 衛生費 其の他 歳 出合計

1937年 4775.248 2763.628 7†538.876 34十601,026 42.139.902 ll.824.798 10.095.366 2.306ー3334,330★948 7.916792 1.843706 715.278 3.106,681 42,l39.902
1938年 12,128一256 10.994.610 23.l22.866 48,161.576 71.284.442 19,924.712 13.441→459 5.699.3395.67T973ー6.736†518 3,404.879 686†182 5713.380 71,284,442
1939年 16.672†383 14.503.081 31.175.464 56.194.903 87.370.367 25.382.973 16.250.128 7,613,6883.011ー40019769,670 5.668.124 814,223 8,860.161 87,370,367

1940年 25,421,243 16.574.752 41.995.995 89773.330 ##薄井##### 34.863→719 20.005.879 13.308.972T95T96730.241.245 6.988､957 1,814→611舟券舟##### 131.769†325
1941年 60.069.126 17.337.356 77.406★482+70.010.542######### 321261→549 19.804.865 17,185←8945.889.58444.655719 6764,095 3222十058#単身##### 147.417.024
1942年 67★264r122 13.688,569 80.952+691 82,668,568###♯#♯### 32ー504,187 21.501,448 16.821.0405.784,16750十307◆155薄井###### 2,407.869 8,135.504 163.621.259

育i 1937年 11★33 6.56 17.89 82111 loo.00 28.06 23.96 5,47 10★28 1879 4,38 1.70 7,37 100.00

1938年 17.01 15.42 32.44 67_56 100.00 27.95 18.86 8ー00 7.97 23.48 4←78 0.96 8★01 100,00

1939年 19.08 16.60 35.68 64,32 100★00 29.05 18.60 871 3+45 22.63 6,49 0.93 10.14 100.00
1940年 19.29 12★58 31.87 68,13 100★00 26.46 15★18 10.10 6★04 22.95 5,30 1.38 12.59 100.00

1941年 40★75 1176 52.51 47,49 100★00 21.88 13.43 ll.66 4.00 30★29 4.59 2.19 ll.96 100★00
1942年 41.ll 8十37 49.48 50,52 loo.00 19.87 13十14 10.28 3十54 30★75 15.99 1.47 4,97 100★00

表 7 満洲 圏 中央 と地方 の 一般 会 計 歳 入 歳 出 黒年上ヒ較表 単位 :千 元

匡卜中央 地 方

税 収 入 税外 収 入 小計 省 県 街村
内 匡l税 蘭税 其 の 他 膏十 税 収 入 税外収入 小計 税 収 入 税 タ≠収 入 小 言十 税収 入 税 外収 入 小 計

1932年 25十358 52.355 18.820 98.533 56.390 152.923 18.187 13.254 31.441
1933年 37→915 75.619 20,543 134★077 60.497 194.574 21.255 18,234 39.489
1934年 46.699 86,999 22.030 155.728 59,17l 214.899 23.947 23.626 47.573
1935年 25,294 43十384 8.755 7T433 55.335 132768 13.258 20,279 33,537
1936年 62703 93.535 27.389 183,627 79,983 263.610 35十751 30.585 66.336

莱数 1937年 72.584 lIO8.069 0 180.653 132.102 312755 4★775 2764 7.539 31★106 41,987 73.093 30.402 3.957 34.359
1938年 83.437 138.501 0 221.938 174.072 396.010 12.128 10,995 23←123 35.003 59.349 94.352 32,484 8.638 41,122
1939年 127.693 193★035 0320.728 283.174 603.902 16.672 14.503 31,175 44,832 64.281 109.113 46←872 15.489 62.361
1940年 203.213 174.570 0 377783 380.576 758.359 25←421 16,575 41,996 58.904 101.192 160.096 58.548 18.550 77.098
1941年 211740 165368 0377.108 368ー467 745◆575 60.069 17.337 7T406 77,238 133.357 210.595 69.394 26.574 95.968
1942年 384.666 120.000 0 504,666 318.734 823◆400 67.264 13.689 80.953 113十150 155†832 268.982 82.883 32204 115.087
1932年 63.13 36.87 100,00 57★84 42.16 100.00
1933年 68★91 31,09 100.00 53★83 46.17 100★00
1934年 72.47 27_53 100.00 50,34 49★66 100.00
1935年 58★32 41†68 100†00 39.53 60.47 100ー00

育分比 1936年 69十66 30ー34 100.00 53,89 46十11 loo,00
1937年 57★76 42124 100.00 83ー34 36,66 loo+OO 42,56 57.44 100100 88.48 ll_52 100.00
1938年 56.04 43★96 100.00 52.45 47.55 100㌧00 37_lO 62+90 loo.00 78_99 21↓01 100†00
1939年 53､11 46.89 100†00 53★48 46.52 100★00 41.09 58十91 100,00 75十16 24.84 100.00
1940年 49+82 50.18 100◆00 60,53 39.47 lOO十00 36+79 63㌧21 ーOOイ00 75十94 24.06 100,00
1941年 50.58 49★42 100★00 77,60 22.40 100,00 36,68 63★32 100★00 72十31 27.69 100†00

5主Lirl.満 洲帝 国国務院総務 庁地 方処 :(T地 方財 政概 要Jl(康徳3年度 _康1恵5年度 ､康 徳7年度 ､康徳9年度 )､満 州 国史編 纂刊 行会 編 二打満 州国 史 .各論 』(満 蒙 同胞援 …渡会 1970
年 ) 447-450頁 より作成
注･..三､二国の データは決井であり､地方のデータには ､1932-1936年のは決算 _1937-1942年のは予算であるLl
注③ .1935年 は単年度額 とする
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表8 満洲国県財政と省財政の補助金割合表

1932年 1933年 1934年 1935年 1936年 1937年 1938年l1939年 1940年 1941年 1942年

県財政 国庫補助 18.5㌔ 15t5% ll.1㌔ 10.7% 9.4% 2.6% 1.9% 1.2% 1.7% 2,8㌔
省補助 15.7% 22.8% 21.9㌔ 22.2% 20.8㌔ 14_6%

省財 国庫補助 75ー6㌔ 62.5% 63.3も 64.5% 45.1㌔ 47.1㌔

表9 県王衣市一般会計予.決算累年上ヒ較 単位 :千元
1932年 1933年 1934年 1935年 1936年 1937年 1938年

市一般会計 実数 5.534 5.519 10.642 8.541 12.638 24.019 29.658土曽力口車 100㌔ 95% 192㌔ 154% 228㌔ 434qtI 536㌔

県旗一般会計 実数 25.907 33.970 36.931 24.996 531698 49,074 64,693土曽力ロ率 100㌔ 131% 142㌔ 96% 207㌔ 189㌔ 249㌔

県旗市合計 実数 31.441l39.489 47.573 33,537 66,336 73.093 94.351増力口率 100qbー 126㌔ 15一% 107qtl 211% 232㌔ 300㌔
注甘.満洲国通イ言社編:『満洲国現勢.康徳六年版』(クレス出版 317頁)より作

更に､泰 呂によると､省財政の約半分 ぐらいの金額を特別会計の国庫補助金から仰 ぐ状態に

なる｡衆 空目こよると､省財政の歳出の 30%ほどが県-補助金 として支払われているO 要するに､

省地方費は地方民政 さ治安に 限 定 さ れ たO

第二に,県旗市財政発 展 の 不 均 衡 が あ げ られる｡県旗市は､省の補助がもらえる｡ しか し具

体的に県 ･旗 ･市の財政構造を 検 討 す る と､1932年の 3号掴1千元から､1938年の 94,351千元

まで､県旗市財政の一般会計は累年増加しているO増加内容を市と県旗に分けて表 9を見ると､

1932年を 100とすると､1936年まで県旗市はほぼ同 じレベルの 20(‖こ増加 したが､市財政は

1938年に536に達 し､県旗の財政は 30鋸こ増加 した｡要するに､1937年の地方税調整後の都市

は飛躍的に発展により､農村の財政は立ち遅れている県旗市財政の不均等発展を示 した｡

第三に､農相徴税負担の不公平があげられる.表 4によると､街村の自衛団費は縮小し続け

たo Lかし街村の公所費は増え続け､衝村民の主たる負担 となったO街村制の財政状況にお い

てその面の補助費は少なかったので､さらに重い負担を課すことになった｡また､街村公署 ･

学校をはじめとする施設整備の運営は､いずれも農民から徴収す る租税に依存 した46)｡そ して､

街村費の土地課税は等級別課税により､｢太土地所有者､富農ほど実際の土地の豊度よりも以下

の税率を課せ られるチャンスを与えることとな り､貧農ほどその逆を行 く傾向があるから､余

りに等級を細分することは不適当である｣47)と指摘 されるような状況となっていた｡ このよう

に戸別課税が不公平課税で房屋課税は定額課税 とい う体系であったため了富者の軽課の不公平

性｣が生 じていたのであるO尋8)っまり､街村帯鋼ま ｢村民の大多数を占める勤労甲貧農層それだ

け貧困に噛いでいる｡村制は多くの場合同時に地方の土豪劣碑の巣 窟 ｣ 49)とい う状況が生み出

されていた｡

このように､日中全面戦争期前後の清洲国は ｢国及び地方を通 じ行 書財政の調整をはじめ､

国及び地方を通 じ行 ･財政の有機的連携･--全体主義的確立の強化を図る｣ 50)ために､省 ･県

旗市 中街村の財政を国財政に対する地方財政制度を確立した｡中央集権化をはかった満洲国は

街村にいたるまで財政支配を実現 した｡ただ し､この財政体系の下で日中全面戦争勃発後の統
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制経済期に入っていたため､省財政は充実せず ､農相 .農業と関わる県旗財政は商工業と関わ

っていた都市財政より相当に遅れて い た ｡ また､農相支配最末端の街村財政は地方有力者の逃

避によって､中農以下農民の負 担 が と く に惑 い 状態にあった｡このような矛盾や様寿な問題 が

存在 していたため､結果的に 清 洲 国 の 支 配 が 農 村に浸透することは阻害されたと考えられる｡

Ⅲ 満洲国地方財政の歳計

前文の地方財政確立と構造の分析 した上に､ここには畏怖的な地方財政デ-タを検討 したい｡

まず､歳計発展抑趨勢を見ると､衷 7と表 10)､(D歳計が急激に膨張した｡漫932年の 3千 万

元強に対し､豆銅2年は 4億 6500万元以上となり､10年間に約 15倍の増大をしめしたO(2日937

年から省｡県旗市･街村の費用を比較すると､省は1937年の7,538,876元からl銅2年の80,952,691

元まで酌 量0.74倍に 上昇し､県旗市には 1937年の73,093,銅7元から19確2年の268チ粥i薄88元ま

で約 3,68倍に上昇し､街村には 1937年の 34,359,730元から 115予086,278元まで約 335倍に上

昇した｡1932鞍から l銅2年までの物価は約 3倍弱増加 と比べると､省地方財政は急激に拡大

し､比較見れば街村費の徴収権限が割 合 に小 さく増加 した｡刷 地方歳入の税収入と税外収入

の比率は､ほとんど55:45の 上下で浮動 した｡ しかし､具体的に各地方を見ると､省の税収A

は 63.3%から83J%に増加 し､県の税収A は 57.8%から42.五%まで減 り､税外収入は42.2%から

57.9%に増加 し､街村の税収入は 88.5%から 72.0%に減 り､税外収入は li.5%から2臥0%まで増

加 した..

表10満洲園歳入経費膨張と小売物価騰貴
指数 ー932年三1933年 ま934年 ー935年 号936年 l937年 l938年 ー939年 1940年 1941年 ま942年
歳 九 合 二7 34 4首 29 57 loo ま38 17(ー 243 334 404
省 ま00 307 414 557 10ユ7 1071
市歩も旗 43 54 65 45 90 loo 129 149 219 2呂8 368
街村 loo l20 182 224 279 335

;t主.満洲国編纂刊行会編二『満洲国史.各論』1974年 431頁と山本有造:『｢満洲国｣経済史研究』名古屋大
学出版会 2003年 64頁と前表の計算より作成

つ ぎに ､表 3の県財政､表 ヰの街村財政と表 6の省財政の推移によりで､見終的各費用項目

を検 討 した い｡

(1) 公 署費

省の公署費は建国以来国家財政の負担となっていたため､支出はなかった｡県旗市公署費は

1932年-1942年には4倍に増大したが､歳出全体の比率としてほ29.10%から13.46%まで減少

した｡街村の公所費は 1937年-1銅2年に5倍に増大し､歳出全体の比率としては 29.30%から

43.46%まで上昇 した｡

(2)賢察曹 ･自衛費

省の警察費は 1937年-1942年に 3倍に増大 したが､割合は 28.1%から 19.9%に減少 した｡
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県の警察費も同 じ状況で ､ 10 隼 問 に余部汗土4倍増大 し､割合は 3('.3%から1(1.5%に減少した,.

街村の自衛団費は金額 と割 合 の 両 方 とも減少 とい う状況になっているO省と県旗市の場合から

見れば､滴洲国の地方の治 安 維 持 のため､長年高額の轡寮費が維持されていた｡ しか し､後期

の建設の成果 と近代的な国 家 の造成を果すことにより､ある程度､治安が回復 し抗 日武装が褒

過し､警察費の割合は減少 したo

L3)教育費

従来の藩洲国教育に関する研究は ｢奴化｣教育 ｡学制改革 曲教育などに注目しているO 地方

教育費の支出か ら見れば､省の教育費支出の絶対金額は増加 していない､割合は iO.28%から

3.54%まで減少 した｡県の教育費は 10年間に金額は約 9倍に増加 し､割合も 且3%前後維持 して

いたo街村の教育に関する金額は倍増 したが､比率としては 22.44%から 16.39%まで減少 し続

けた｡

(4)産業費 ･勧業曹

省財政の産業費の金額は約 8倍に拡大し､その比率は 5.47%から10.28%に増加 した｡県旗市

の勧業費は 45倍まで拡大し､その割合は0.86%から4.60%まで増加 したO街村の勧業費は 3倍

ほど増加 したが､比率としてはほとんど変わらない｡この地方経済を振興する費用は､省 ･県

旗市 ･街村の発展と緊密に関わっている県旗市には割合大愚 の 資 金 投 入 がみられるため､清洲

国の地方建設は市県旗を中心にしているとい うことがわかる｡

(5)補助曹

省の歳出にある市県補助費は､呈937年-1942年に 8倍以上増加 し､割合では 18.79%から30,75

まで上昇 した｡それに比べると､県旗市から各街村への補助費はたいしたことのない金額であ

るが､0.43%から0,28%まで減少 した01937年以降再建された省財政は､総額の約三分の一が

各県に補助されていた｡ このような点から清洲国の地方財政は県を中心としていたということ

があきらかである｡

以上の歳出実態に沿って､浦洲国の省の歳入は税収入に頼る傾向が強くなり､県と街村の税

外収入の比率が高くなり､特に､県の税外収入は税収入に逆転 した｡県旗市には割合に大量の

資金投入がなされているため､清洲国の地方建設は市県旗を中心としていたことがわかる｡ ま

たとくに公署費と警察費に多く支出していることから､清洲国は県を中心に行政機構の権力を

維持 しようとしていたとい う意掬があったことを推測できるOまた､教育についても費用面か

らみて県を中心に活動の促進をはかったものと考えられる｡

小 括

清洲国は澗洲全域-の支配を実現するために､従来の軍閥政権の国税と地方税の枠組を改革

した｡地方の財政には､-般会計と特別会計を設置 し､一般会計を税収入と税外収入に分け､
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税収入も各税 目に区分 した｡この一連の地方税瀞jの改革により､澗洲因の歳入は従来の土地税

と 農 産物税中心から脱出し､税外収入の比塵が著 しく増大したoつまり､溝洲同の-般民衆-

の 直 接 課 税の比塵が減少 し､間接負担の収入が増加 したといえる｡ただ し､直接約租税負担は

や は り 清 洲 固財政の塵重な財源であった｡

建国期には地方の軍閥権力の影響を防ぐために､省税を全体的に中央に集中し､国税と県旗

市税の二本立てにしたo Lかしその実態をみると､清洲地方の全域が関廉軍の武力支配下に置

かれていなかったため､内国税徴収 が 不 完全の状態であった｡まだ地方の在来軍閥権力も日本

支配に対して抵抗的な措置をとった ｡ 更 に各県旗市の税制は､従来のままであった｡そのため､

清洲国は地方財政支配を強化す べ く ､ 草創期の財政支配の不備を是正するべく､地方行政改革

を実施することになるのである｡

清洲国安定期の支配は､1934年の新省制に沿って行われた｡新省制の実施により､省区画を

細分化 し､省長権限を縮小 した｡更に､従来の省行政に掌握されていた直接税の権限を国から

県におろすなどの方針が打ち出された｡県の財政の充実のためであった0滴洲国では､中央と

県旗市という二塵支配構造が形 成 され た｡その上で､地方税法を公布 し､県旗市の徴税に独立

税主義と附加税主義を併用 して､中東に統----･した｡ しか し省は財政権を持たないため､行政カ

は弱体化 した｡各省行政の機能と運営は､末端機関である県行政と中央行政の単なる中継ぎに

すぎなくなったO県は､行政の拡大とともに財源が制限されるという矛盾 も出てきたO更に､

溝 洲 園 は県旗市まで影響力を行使するのではなくて､もっと末端U)行政機関 (保甲､後は街村)

へ の浸透を果たした｡そのため省財政の創出､県財政の充実､街村制の施行などに着手するこ

とになる｡

1936-蓬937年の地方制に関する法令によって地方行政改革を実施 した｡1936年の ｢省地方費

法一喜により､省に附加税主義と国庫補助による省地方財源を創出したo省財政から県旗市-多

額の補助を行ったので､ある程度県財政は充実した｡街村制の実施により､街村の徴費権も中

央に統轄された｡しかし､この地方財政支配構造は､深層の矛盾や問題が解決 していなかった｡

省財政は国庫補助に依拠 しすぎてお り､自主性 と弾力性が欠けていたO市財政は飛躍的に発展

したのに対し､県旗が代表する農村財政は立ち遅れていた｡街村の徴税では､富者に軽く貧者

に重い租税 となる傾向があったため､中貧農層農家の不満が惹起された｡

1930年代の清洲国地方財政の改革について､以下のような幾つかの点が指摘できる.

l鞍民国時代に比べると､澗洲国の地方財政は法理上 ･事実上近代的 中央集権国家の支配下に

置かれた｡

2.本来中国の地方に最も権力を握っていた省地方行政は空洞化 した｡ 漫937年以降､-部署

財政碍機能を再建 したが､半分ぐらいの歳入は国庫補助に頼 り､ 三分の--ぐらいの歳出は

県に補助したため､省財政は自主的な地方財政運営ができなかった0

3.これまでの研究成果のなかで､安富歩氏は溝洲地方は民国時代から県を中心として発展 し
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てきたと分析 した5り｡ しかし､県が拳葉上清洲地方 の行政と経済の中心地 として発展 した

こと､特に県地方財政権 ･税収と産業発展の中心となったのは清洲国時代に入ってからの

ことである｡

4.街村は ､ 形 式 的 に 中 央集権支配下に置かれた｡しか し､事実上､街村費徴収の矛盾 (不公

平 書税 率 不 統 一など)が解決 していなかったO県の街村-の徴税権はあったが､街村から

更に末端の屯 ･部落村-の浸透は不完全であった0

5.滴洲の省8鼎旗市廿街村の地方財政は､基本的に生産部門への支出が非常に不足してお り､

特に市県旗 と街村 レベルには僅かな勧業費を支出していたのみである｡県以下はほとんど

農業が財政を支えていたのに対 し､農業部門-の財政支出の不足はあきらかであった｡農

業生産の拡太は不可能であったo
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